
　　　　　　　　　　　　　　　　消 防 計 画（共同住宅編）

(目的)
　この計画は、消防法第８条第１項に基づき、　　　　　　　　　　　　　　の防火管理についての必要な事項を定め、火災、地震その他の災害の予防と人命の安全、被害の軽減を図ることを目的とする。
第１　消防計画の適用範囲
　この計画は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に居住する全ての者に適用するものとする。
第２　防火管理者の業務
防火管理者は次に掲げる業務を行うものとする。
（１）消防計画の作成及び変更
(２)所轄消防長又は消防署長への各種報告及び連絡

（３）消火、通報及び避難誘導などの訓練の実施
（４）建築物、火気使用設備・器具、危険物施設等の点検、検査及び不備、欠陥箇所の改修促進
（５）消防用設備等の点検及び維持管理
（６）火気の使用、取扱いの指導、監督
(７)居住者に対する防火管理上必要な教育

(８)収容人員の適正管理
（９）その他防火管理上必要な業務
　　
第３　居住者が行う防火管理対策について
居住者は、自己の責任において、次の対策をする。
（１）家庭における火気の使用及び取り扱いに十分注意する。
（２）防火戸の前に物を置かない。
（３）避難施設及び消防用設備等の使用障害となる物を置かない。
（４）階段・通路等の共有部分に避難障害となる物を置かない。
（５）消防用設備等の設置場所、使用方法を確認する。
（６）避難経路を確認する。
(７)建物の周囲に燃えやすい物を置かない。

第４　火災が発生した場合の行動について

　　火災が発生した場合、居住者は次の行動を行う。

(1)火災を発生させた場合又は火災を発見した場合は、大声で他の居住者に知らせるとともに他の居住
者と協力して１１９番通報をする。
(２)初期消火は、消防隊が到着するまで居住者が協力して行う。
(３)消火できないときは、直ちに避難する。

(４)避難の際には、エレベーターを使用しない。

第５　居住者の地震対策及び行動について
　１　地震に備えて

(１)家具、電気製品等の転倒落下防止措置を行う。

(２)懐中電灯、携帯ラジオ、非常食等の非常持ち出し品の準備をする。

(３)避難場所については、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　であることを住民同士で確認する。
２　地震時の行動について

(１)地震発生直後は、身の安全を守ることを第一とする。

(２)地震の揺れがおさまった後に使用中の火気の消火を行う。

(３)各火気設備・器具は、安全を確認した後に使用する。

(４)防災関係機関の避難情報により、避難場所に避難する。
第６　自衛消防の組織について

　　　自衛消防の組織を編成し、災害時には消防隊が到着するまでの間、必要な初期消火、通報連絡、避難誘

導などの活動を行い、消防隊到着後はそれまでの状況を報告して、その指示に従うこと。
第７　自衛消防訓練について

(１)防火管理者は、居住者に対して消防用設備等の設置場所及び使用方法、避難経路等の周知徹底を行
なう。

(２)居住者は、積極的に訓練に参加する。

(３)自衛消防訓練は、実動訓練を基本とし、定期的に実施する。
(４)防火管理者は各居住者に対して、火災発生時の対応行動表等を記載した別紙１のパンフレットを各室
に備えるほか、広報板に掲示するよう努める。
第８ 消防用設備等の点検及び報告について

　　 (１)消防法第１７条の３の３に基づき、消防用設備等の機器点検を６か月ごと、総合点検を年１回実施し、

その際防火管理者は立ち会うものとする。点検の結果は、3年に１回消防長又は消防署長に報告する。点検の結果不備・欠陥がある場合、防火管理者は管理権限者に報告し、管理権限者の指示を受け、不備・欠陥の是正をするものとする。
(２)防火管理者は消防用設備等の点検結果報告書を整理し、防火管理維持台帳に保存する。

第９ 放火防止対策について
(１)建物内外の整理整頓、建物周囲及び共用部分には、燃えやすい物を置かない。
(２)常時監視のできない物置などは、施錠する。

第１０ 防火管理業務の一部委託について(該当する場合のみ)
防火管理業務の一部委託の内容は別紙２のとおりとする。
※委託内容が常駐方式又は巡回方式の場合は、教育担当者が選任されている事業所等へ委託する。
第１１ 避難経路について
防火管理者は、人命の安全を確保するため消防用設備等の設置位置及び屋外へ通じる避難経路を明
　　示した避難経路図を作成し、居住者が把握できるよう周知徹底する。

　　　附　　則
　この消防計画は、令和　　　年　　　月　　　日から実施する。
別紙１
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別紙２

防火・防災管理業務の委託状況表
	防火・防災管理業務の一部委託　(防火・防災管理者の業務を第三者へ一部委託している場合)

	受託者
	住所(所在地)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名（名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	江別市への教育担当者選任届出の有無（※常駐方式・巡回方式の場合は必要）

□届出済み　（常駐方式・巡回方式）　　　　□該当なし　（遠隔移報方式）

	受　託　者　の　行　う　防　火　・　防　災　管　理　業　務　の　範　囲　及　び　方　法
	常　　駐　　方　　式
	範　　　　囲
	□　出火防止業務(火気使用箇所の点検監視など)

□　避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理

□　消防・防災設備等の監視・操作業務

□　火災、地震その他の災害等が発生した場合の自衛消防活動　

□　初期消火　　□　通報連絡　　□　避難誘導　　□その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

□　自衛消防訓練指導

□その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	方　法
	常　　駐　　場　　所
	

	
	
	
	常　　駐　　人　　員
	

	
	
	
	委託する防火対象物の区域
	

	
	
	
	委　託　す　る　時　間　帯
	

	
	巡　　回　　方　　式
	範　　　囲
	□　出火防止業務(火気使用箇所の点検監視など)

□　避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理

□　消防・防災設備等の監視・操作業務

□　火災、地震その他の災害等が発生した場合の自衛消防活動　

□　初期消火　　□　通報連絡　　□　避難誘導　　□その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

□　自衛消防訓練指導

□その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	方　　法
	巡　　回　　回　　数
	

	
	
	
	巡　　回　　人　　員
	

	
	
	
	委託する防火対象物の区域
	

	
	
	
	委　託　す　る　時　間　帯
	

	
	遠　隔　移　報　方　式
	範　　囲
	□　消防・防災設備等の遠隔監視・操作業務

□　火災、地震その他の災害等が発生した場合の自衛消防活動

　　　　□　初期消火　　□　通報連絡　　□　避難誘導　　□　その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

□　その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	方　　法
	現場確認要員の待機場所
	

	
	
	
	到　着　所　要　時　間
	

	
	
	
	委託する防火対象物の区域
	

	
	
	
	委　託　す　る　時　間　帯
	


